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イノベーション・システム(7)　米国のイノベーション・システム (その１)


　前回とその前の回では、日本のナショナル・イノベーション・システムの特徴と、それがどのように歴史的に形成されてきたのかを概観しました。次に、やはり2回に分けて、米国（アメリカ合衆国）のナショナル・イノベーション・システムについてお話してみたいと思います。

　はじめに米国のイノベーション・システムの特徴についてですが、政府、企業、大学といったアクターの役割について、皆さんはどのような特徴に思い当たられるでしょうか。イノベーション・システムの研究者たちは、概ね次のようなポイントを指摘してきました。
　まず政府については、米国全体としては連邦政府ですが、その役割が特に軍事、保健などの先端的な研究分野において非常に大きいということです。前にも触れたように、米国の研究開発費総額は他の国に比べると圧倒的に大きいのですが、その約3分の1は政府によって負担されています。
　米国政府は、先端的な科学技術分野で、国家的な目的を持った研究開発プロジェクトを推進してきました。このような科学技術政策は、ミッション・オリエンテッド型と呼ばれ、技術の普及に重点をおくディフュージョン・オリエンテッド型の科学技術政策と対比されてきました。しかし、ミッション・オリエンテッド型の科学技術政策も、技術の普及というフェーズと無関係なわけではなく、むしろ先端的な技術が産業部門で転用されることが指向されてきました。
　例えば、米国の国防総省には国防高等研究計画局（DARPA）という組織があります。これは、ハイリスク・ハイリターン、つまり失敗するリスクは高いけれども成功すれば大きなインパクトが期待できるような研究開発を支援するために設立された資金配分機関です。よく知られていることですが、このDARPAによって開発されたARPANETという通信ネットワークは、今日世界的に普及したインターネットの原型となったものです。

　つぎに企業の役割ですが、これについてはグローバルな市場で競争優位を持つ大企業が存在することに加え、ベンチャービジネスによる創業が活発だという特徴が挙げられてきました。ベンチャービジネスという用語は和製英語ですから、スタートアップスという英語表現を使うべきかも知れませんが、ここでは慣用に従っておきますと、今日、世界的な大企業となっているヒューレット・パッカード、アップル、マイクロソフト、グーグルといった企業も、かつてはいわゆるベンチャービジネスであったわけです。
　米国においてベンチャービジネスが活発に行われる要因については、いくつかの指摘があります。例えば、NASDAQのような公開基準の緩い株式市場が早期に発達していたという点、労働市場が流動的で技術者が企業間を移動したり、自ら創業することへの雇用契約上の制約が少ないという点です。
　また、反トラスト法による独占の規制と、特許制度による発明の保護が、ともに強力であるという点は、独自の技術以外に資産を持たないベンチャービジネスが大企業との競争の過程で生き残りやすい環境を与えた要因として指摘されてきました。
　こうした要因に加えて、近年では優れた技術を持つ中小企業の研究開発と、その成果の商用化を支援するための政策が強化されてきました。1982年にはSBIR(Small Business Innovation Research)という中小企業支援制度が創設されています。この制度に応募した企業の採択率は約20％と報告されており、かなり厳しい競争的資金ですが、それだけに採択されたプロジェクトの実用化成功率は高いと言われています。

　つぎに大学の役割にみられる特徴ですが、これについては研究活動において世界的にトップレベルの大学が数多く存在し、またそれらが活発に産業部門と連携しているという点が挙げられてきました。様々な大学の世界ランキングがメディアに取り上げられていますので、お気づきになることがあると思いますが、そこでは上位ランクの多くが米国の大学によって占められています。
　こうした世界トップレベルの大学の研究成果を、産業部門のイノベーションに結びつけようとする政策も強化されてきました。前にもお話したことがありますが、1980年にはバイ＝ドール法が制定され、連邦政府の資金で大学が研究した結果得られた特許が、当該の大学に帰属させられるようになりました。大学は、その特許を企業に実施許諾し、ライセンス収入を研究費に還元させることが期待されたわけです。

　このように米国のイノベーション・システムを担うアクターの特徴的な役割をみてくると、アクター同士が密接に相互作用していることが同時にうかがえます。このインタラクションの強さが、米国のイノベーション・システムに一貫性を与えていると言えそうです。
　次回は、このような米国のイノベーション・システムの特徴が、どのように形成されてきたのかについてお話します。

今回のまとめ：米国のイノベーション・システムの特徴は、連邦政府の役割の大きさ、活発なベンチャービジネス、世界トップレベルの大学の存在と、アクター間の密接な相互作用に見出されます。

 







イノベーション・システム(8) 　米国のイノベーション・システム (その2)


　前回は、米国のナショナル・イノベーション・システムを概観し、その特徴が、連邦政府の役割の大きさ、活発なベンチャービジネス、世界トップレベルの大学の存在と、これら政府、企業、大学といったアクター同士が密接に相互作用している点に見出されるというお話をしました。今回は、こうした米国のイノベーション・システムの特徴が、どのように形成されてきたのかについて振り返ってみたいと思います。いちいち文献を挙げませんが、ここでの振り返りは、米国のイノベーション研究者たちの著作を検討した結果によるものです。

　ご存じのように、米国、アメリカ合衆国という連邦共和国の起源は、アメリカ大陸の発見以後、ヨーロッパ諸国による植民地化が進み、1776年にイギリスの植民地が独立宣言を発表したことに遡ります。1789年に合衆国憲法が発効するまでの時期は「植民地時代」と呼ばれていますが、この間の科学技術活動について触れておくべき点は、新大陸の自然に対する素朴な関心から、アマチュアの科学者たちが活躍したという点にあるようです。
　米国の文化的・社会的なエートス（気風）を表現する際に、「フロンティア・スピリッツ」という言葉が用いられますが、この薄っぺらな表現が植民地支配を一足飛びに美化してしまうという問題はしばらくおくとして、新たな事を為した者を認めるという価値観がこの国のエートスを形成していることは確からしく思われます。
　この点は、合衆国憲法によって知的財産権が根拠づけられていることに端的に窺えます。すなわち、その第1条第8節8項には「著作者および発明者にして、一定の期間、それぞれその著作及び発明に関する独占的権利を確保せしめることによって、学術および技芸の進歩を促進する」法律制定の権限を連邦議会に与えることが定められているのです。

　さて、1861年から65年までの間は、南北戦争が戦われたわけですが、この戦争の結果が原因となって、もう一つの重要な制度が制定されるに至ります。この戦争は、農産物の自由貿易主義を称える南部に対して、工業化を目指して保護主義を訴える北部が勝利するという結果に終わるのですが、その後、工業の大規模化と資本の集中が急速に進み、設備投資が行き過ぎて1873年には恐慌に直面します。この過程で、鉄鋼、石炭などの業界では価格協定などのカルテルが横行し、さらには競合企業同士がトラスティーボードに経営権を信託して１つの企業のように活動するトラストという一層競争制限的な取り決めが行われるようになりました。このため農産物の輸送等にかかる鉄道料金が高騰することになり、たまりかねた農業団体が反トラスト運動を展開したことを受けて、1890年に不法な制限や独占を取り締まるシャーマン法が制定されました。この法律は、補完的な法律であるクレイトン法などとともに、反トラスト法を構成することになったものです。

　前回、米国でベンチャービジネスが活発である要因として、反トラスト法による独占の規制と、特許制度による発明の保護がともに強力であることを挙げておきましたが、以上のように振り返ってみると、こうした米国の制度的な特徴は建国以後、かなり早い時期に形成されたものであることが分かります。
　南北戦争が戦われた1860年代は、工学の教育研究を担う大学が拡充された時期でもあります。1862年にはモリル法が制定されましたが、これは連邦政府が所有していた土地を州に寄附する代わりに、その土地を売却して得た資金か、その土地を使うことによって大学を設立することを定めたものです。こうして、ランド・グラント・スクールと呼ばれる多くの州立大学が設立されました。
　連邦政府には教育に関する権限がないため、米国には日本の国立大学法人に相当する大学が存在せず、ほとんどの大学が州立か私立によるものです。同じ頃、エリート私立大学の工学部も拡充されました。1863年にはイエール大学に機械工学のコースが、64年にはコロンビア大学に鉱山学部が設置され、65年にはMITが設立されています。

　大企業による研究所の設立も、19世紀後半から第1次世界大戦までの間に進んでおり、米国のイノベーション・システムを担う主要なアクターは、その頃までに形成されたと見られています。しかし、その頃までの各アクターの活動は相互に独立しており、アクター間の密接な相互作用が形成されたのは、第2次世界大戦以後のことです。
　一つの重要な契機は、MITの工学部長であったバンネバー・ブッシュによってもたらされました。この人は第2次世界大戦中には、原子爆弾を開発したマンハッタン計画のような軍事研究に科学者を動員していくプログラムを担当していたのですが、1945年に発表した『科学：限りなきフロンティア』というレポートの中では平時における政策提言を行い、連邦政府が産業分野の研究を強化するためには、大学の基礎研究を援助すべきであると述べました。しかし、前述のように連邦政府は大学に対する権限を持っていないため、この提言は、大学への研究助成金の支給や研究委託を通じて実行されることになります。実際、こうしたファンディングを行う組織としてNSF（全米科学財団）が設立されました。こうして、米国のイノベーション・システムの特徴のひとつである連邦政府の役割の大きさが形成されたわけです。

　ブッシュ・レポートの提言は、連邦政府、大学および産業部門の相互作用を形成する大きな契機となりましたが、その思想は、イノベーションの起点が基礎研究にあると想定する典型的なリニア・モデルに依拠しています。しかし、現実のイノベーションの起点は様々な業務プロセスに存在し、いくら基礎研究に資源を投入しても市場における競争優位をもたらすイノベーションには結びつかない場合もあります。
　その後の米国における特徴的な科学技術政策は、アクター間の相互作用を一層強化する方向に向かいましたが、ブッシュ・レポートの政策思想はまだ克服されておらず、DARPA方式にも、バイ=ドール法にも、なおリニア・モデルに基づく発想の痕跡が認められます。

今回のまとめ：米国のイノベーション・システムを担うアクターは、第1次世界大戦頃までに形成されましたが、アクター間の密接な相互作用が形成されたのは第2次世界大戦以後のことです。

 







貿易



今回は、貿易収支や経常収支についてお話します。

日本の貿易収支は、輸出が輸入を上回っており、長い間ずっと黒字でした。しかし、昨年の後半から今年にかけて、ものすごい勢いで貿易収支の赤字化が進み、ついには経常収支までもが赤字となりました。日本は、戦後の経済が好調であったため、対外金融資産は世界一です。そこから貰える配当や金利などの所得収支が大きいため、貿易収支が多少赤字になっても、経常収支が赤字に転じることはないとみられていました。

日本政府は、毎年４０兆円の赤字を抱えるため、それを調達するために国債を発行し続けています。その総額が１０００兆円程度になっていることは、皆さんご存じのとおりです。また、政府の赤字が８０兆円ほどに膨らみそうであること、２０２０年には赤字の総額が１５００兆円になるというように懸念が膨らんでいることも、聞いたことがあるかと思います。これらはすべて国内から調達したものでしたので、いざとなれば政府が国民から税金をふんだくることで、海外に迷惑をかけることなく負債をなくすことも可能であるとされていました。ムーディーズやＳ＆Ｐが日本国債の格付けを下げようとしても、国内問題であることを日本の財務省は主張したのです。

しかしこれも、経常収支が赤字という事態になると話は別です。海外からお金を借りないとやっていけない事態に、日本はこれから陥っていくのです。もし対外負債を借りてそれを返さないなど海外へ迷惑をかけることになると、９７年のアジア危機の時の韓国や最近のギリシャで起こったように、ＩＭＦが突然乗り込んできて、債務不履行に陥らないように社会福祉をやめさせられることもあり得ます。このように、経常収支の赤字化は、非常に大きな問題なのです。

それではなぜ、貿易収支の赤字化が急速に進んでしまったのでしょうか。原因は、輸出が伸びない一方で輸入が増えていることにあります。円安になったら国際競争力が強まって輸出が伸びるものとみられていましたが、日本はアジアへ随分と工場を移したために、日本から輸出するものがないのです。アジアの工場から外国へ商品を売ったとしても、これらは日本の輸出品には含まれません。さらには、人口減少・少子高齢化のために、働いている人たち自体が減ってきているため、日本から外国へ供給できるものが少なくなっています。

輸入の方はどのような按配でしょうか。東日本大震災後に火力発電所が増え、そこで用いられるＬＮＧや石油を高値で買わなくてはいけなくなっています。さらに円安が進んでいるために、輸入が非常に増える事態となっているのです。「足元を見られて高いＬＮＧを買わされているのではないか」、「アメリカから安いシェールガスを買えるのではないか」、「ロシアから安いＬＮＧを買えるのではないか」などと言われています。しかし現状、ウクライナ問題もありますので、ロシアからの購入には不安も残ります。以上のような構造が変わる気配は当分ないため、貿易赤字がしばらくは続くものとみられています。このままでは困った事態になりますので、何らかの手を打たなければなりません。

今日の話をまとめます。
日本の経常収支が、二半期連続で赤字になっています。所得収支という対外金融資産の収入は黒字ですが、これまで黒字だった貿易収支の赤字化が急速に進んだことが原因です。大震災後に作られた火力発電所のために石油やＬＮＧを輸入しなければならず、また、日本企業がアジアへ工場を移したがために日本から輸出するものがなくなってしまっているのです。さらには、スマホを輸入していることからわかるように、日本の家電の競争力も落ちています。このようにしてみると、日本の貿易の赤字構造が定着してしまっているように感じられます。

 









短期エグゼクティブプログラムの紹介



今回は、短期エグゼクティブプログラム開催についてご案内いたします。

九州大学ビジネススクールでは、２０１０年より、短期エグゼクティブプログラムを開催しています。これは、１１月～３月の間の日曜日に１２回にわたって、４０～５０歳代の企業の経営幹部へ研修プログラムを提供するというものです。１２月末には、３泊４日の中国華中視察旅行も行われます。プログラムの最終日には、個人プロジェクトのプレゼンテーションを行っていただきます。非常に充実したプログラムとなっておりますので、４０～５０歳代の方々にはぜひ挙って参加していただきたいと考えています。

このプログラムでどういったことを学ぶのか、より具体的にみていきましょう。

企業経営者は、さまざまな戦略的選択肢を検討の上で、現状から将来のビジョンに向かって企業をリードして行く必要があります。そこで、マッキンゼーの元コンサルタントで現京大教授である木谷先生をお招きし、戦略について一日かけて講義をしていただきます。また、組織人事については、アーサーアンダーセンで組織人事を担当し、現在では株式会社トランストラクチャーの代表取締役である森先生に、また一日をかけてお話をお願いします。

さらに近年では、他の人が作れないものを作ってみせるイノベーションがますます重要となっています。また、経営環境の変化につれて、これまで大丈夫であったものが駄目になり、新しい事業を思いつかないと生きていけません。九州大学では、九大ＯＢであるロバート・ファンが作ったＱＲＥC（Robert T. Huang Entrepreneurship Center of Kyushu University: 九州大学ロバート・ファン／アントレプレナーシップ・センター）が、アントレプレナー教育を学生へ提供しています。この短期エグゼクティブプログラムでは、ＱＢＳだけでなくＱＲＥＣでも教えてもらっている高田先生や朱先生に、イノベーションや新規事業に関する講義をしていただきます。一方で九大には、ＣＳＴＩＰＳ（Center for Science, Technology and Innovation Policy Studies: 科学技術イノベーション政策センター）という組織が存在します。そのセンター長を務める永田先生が、ナレッジメントについて担当してくださいます。永田先生の講義を通して、日本の科学技術政策の将来について学んでいただきたいと考えています。なお高田先生と朱先生、永田先生は、ＱＢＳの教員ですので既にこの番組の中で幾度もお話されています。

また、経営である以上、お客さんがいなければ商売は成立しません。売上なしに事業なし、ですので、マーケティングについても学ぶ必要があるでしょう。そこで、ＱＢＳでマーケティングを担当されている岩下先生に、講義をお願いしています。また企業経営をするには経営の実態を財務でとらえる必要がありますが、これについてはＱＢＳの平松先生と私が担当します。

以上を、現実の事例に具体的にあてはめたらどうなるかということについても勉強しなければなりません。４０～５０代の方々には人の話を聞くよりも自分で喋りたいという方が多いので、いわゆるケーススタディでは活躍されるものと思います。ケーススタディについては、専門家である星野先生が担当いたします。さらには、慶応大学ビジネススクールより飯盛先生をお招きする予定です。受講者の皆さんは経営幹部の方々ですので、様々な業界の人たちといろいろと話し合って方向性を決めるというトレーニングを、これらの授業で積んでいただきます。ここでは同時に、普段は接することがない人同士で様々な情報交換が行われることでしょう。

そして１２月末の中国華中視察旅行では、ものすごい勢いで成長している中国の様子を肌で感じていただきます。中国とアセアン、インドを合わせた市場規模は、以前は日本と同程度でしたが、今や日本の三倍もの大きさになっています。さらに向こう十年で、日本の五倍ほどの大きさになるものとみられます。九州だけに閉じこもって経営するのではなく、成長を続けている中国を体感し、いろいろと新しい商売を考えられるのもまたよいでしょう。新たな人脈作りにも、寄与するところが大きいものと思います。

以上、今回は九州大学ビジネススクールが開催している短期エグゼクティブプログラムを紹介いたしました。４０～５０代の企業の経営幹部を対象に、３～４カ月をかけてＱＢＳで学ぶ経営のエッセンスを習得していただきます。ご興味を持たれた方は、ＱＢＳ支援室までご連絡ください。

ＱＢＳ支援室：
http://qbs.kyushu-u.ac.jp/whatsnew/index_read.php?kind=&S_Category=&S_Page=&S_View=&word=&page=&B_Code=1812

 









イギリスの歴史(17):チューダー朝(4)


「イギリスの歴史シリーズ」をお送りしていますが、17回目の今日は「テューダー朝」の4回目になります。
歴史は近代に近づくほど教科書でも詳しくなりますし、非常に面白いところでもあります。

「テューダー朝」というのは、イギリスという国がヨーロッパの中の小さな国から一目おかれる大きな国へと育っていった時代だという話は既にお話していますが、「テューダー朝」の中でもヘンリー8世のように色々とやり残してしまった王様もいたわけです。

「エリザベス1世」は、「終わりよければ全てよし」という感じで、最後のテューダー朝を締めてくれた人になります。いわゆる「国家を経営感覚で運営した人」と言えるかもしれません。ビジネスマンなども非常に見るべき所がある人だと思います。この方の功績としては、とにかくイギリスを戦乱から切り離したという点にありました。当時、様々なところからつつかれつつも、まがりなりにもイギリス国中はなんとか戦乱を免れていました。そうした時代の中でこそ、イギリスの中では文芸が栄えるというのが通り相場で、有名なのはこの1つ後の時代、「ヴィクトリア女王の時代（19世紀）」になります。「チャールズ＝ディケンズ」など偉い人が出てきたわけですけれど、今回のテーマになっているエリザベス1世の時代もその1つで、専門用語では「エリザベス朝文学の時代」などと言われます。中でも一番有名なのは「シェイクスピア」です。イギリスで二大芸家というと、この時代の「シェイクスピア」と、ヴィクトリア朝時代の「ディケンズ」のこの2人が通り相場になります。そうした良い時代を作ってくれたわけなのですが、今日は私から見たエリザベス1世の功績を3つ程お話してみたいと思います。

1つは、どこかで聞いたような言葉ですけれども『増税無き財政再建』です。

これは、我々近代の人間であれば当たり前に行っていることですが、国の財政をきちんと組み立てて家運営をまともに行ったというものになります。
まずヘンリー8世が戦争でお金をかなり使ったので、その埋め合わせとして自ら身を削るということで、王室領、王室の持っている土地をかなり処分したのです。それだけではなく、「稼ぐ」ということにも力を入れました。この時代は「大航海時代」であり、貿易を上手くすればうま味が出るという時代だったため、これにかなり力を入れていました。それでよく海賊の誰かとアバンチュールがあったのではないかというような噂も色々と残っているわけなのですが、詳しいことは別番組に譲りたいと思います。そして「大航海時代」というのは、オランダと張り合っているのです。オランダは世界を股に掛けていましたので、競争が予算を生んだということもあるでしょう。そして「借入金を画的に国家財産の中に組み込む」というようなことも（初めてなのかどうかわかりませんが）エリザベス1世の取り組みとして特徴的だったと言えます。このように、「金が足りないから庶民からとってくる」という安易な発想をせずに何が出来るかということを追求した人でした。

続いて2つ目の特徴として、『福祉政策』が挙げられます。この福祉政策は、第二次世界大戦後に戦争に飽き飽きして疲弊した人達が福祉を求めて労働党が勝ち、そこで行われた「ゆりかごから墓場まで」という政策、これの原点になったとも言われているものです。細かい説明は別の機会に譲りますが、1つ象徴的なのが、『貧民救助法』です。この時代の王様はやりたい放題やって庶民の事など知るかという王様が多かったのだろうと思うのですが、「貧しい人は法律で手をさしのべなければならない」という考え方を持った人でした。「国の成り立ちは一般庶民がしっかりしていないとだめ」という形で、イギリスでは議会を世界でもいち早く立ち上げるなど、こうした現代の民主主義に繋がる考え方が早くから出ていた国であったことに感心することしきりです。この頃の日本はいったい何をやっていたのでしょう。

背景としては、貧しくなったのには平和な時代になったため人口が増えたということがあります。テューダー朝の歴史の中でも約2倍に人口が増えていると言われます。それでもせいぜい総人口は400万人くらいですので、今とは1桁違うわけですが、それで食い扶持が多くなったために貧しい人が増えたという背景があるわけです。それをなんとかしようとしたわけですね。

最後の3つ目の特徴として、この方は「孤独の中で敵に囲まれた中を生き伸びた人だ」ということが挙げられます。少しドラマチックな話になりますが、まず国としても周りの国々から囲まれて、そして政敵にも囲まれてという形だったわけです。それで彼女はおそらく、私の想像ですが、この権力争いの中だと自分が結婚して子供をもうけると必ず血みどろの争いになるなと思ったのではないかと思います。彼女は結婚をしませんでした。「私は国家と結婚した」という有名な言葉がありますが、かっこいいですね。私もなにか他のものについて言ってみたいなと思いますけれども、奥さんごめんなさい。敵だらけというのは、スコットランドとフランスに挟まれていて、両側から警戒の目で見られていたのは間違いないのですが、ヘンリー8世がローマ法王から破門されたわけですので、彼女自身も破門されているのです。そのためローマカトリックとは仲が悪かったのです。そうするとカトリックを宗としたスペイン、アイルランドなどとも仲が悪いという話になるのです。そしてその後釜を狙う人間達が周囲に多数いるといったようにエリザベス1世は陰謀の中に渦巻いた人であり、大変な時代でした。

初めてといったら他の人に怒られるかもしれませんが、「近代的政策で国家を運営する王様」というのがイギリスでまともに初めて現れたと言えるのではないかということで今日の内容をまとめたいと思います。

 









京セラの経営哲学から見た7つの習慣:(1)概説1


京セラの経営哲学から見た7つの習慣(1):概説①

<B><font color="BLUE">(1)　はじめに</B></font>
今回から「京セラ哲学から見た７つの習慣」ということについて、シリーズでお話します。
まず「７つの習慣」とは何なのかということですが、これは米国人のスティーブン・コヴィーが書いた「７つの習慣」でビジネスや人生を生きると成功しますよという成功の法則を説いたものです。成功する人は、必ずある一定の習慣を持っており、成功のための原理というのを習慣化しています。「習慣化」を別の言葉で言い換えると「血肉化する」ということです。習慣というのは「第二の天性」とも言われています。そのため、ビジネスでも人生でも成功したい場合には、まず成功・幸福になるための原則・法則があるということを知り、かつそれを具体的に身に付け、実行すれ(習慣化すれ)ばよいということを言っています。この著者は米国人なので、西洋的な考え方の代表として、この考え方を日本的な京セラ哲学から見て、どのくらい成功する人についての考え方が一致するのかしないのか、というのを見ていこうと考えています。ただ単にビジネス等で成功するための習慣の解説ではなく、東洋的なものから見て、西洋的なものと一致するのかしないか、を見ていきたいというのが主な狙いになります。

<B><font color="BLUE">(2)　200年の米国の成功のエッセンス</B></font>
さて、先ほどご説明しましたように、彼は米国人ですが、「ビジネスや人生で成功するためには、どういう習慣・原則というのがあるか」というのを、アメリカの歴史200年の中の様々な成功例を調べたわけです。そうして導き出された一定の法則が７つあったということです。このうち、大きく役に立ちそうなものは、最初の150年のものであり、最近50年のものはどちらかというとあまり成功の役に立たないということを言っています。何故かというと、最近のものは、「個人主義」に基づく非常にテクニック的なもので本質的なことを突いていないということでした。最近の個性の発揮というような考え方などといったテクニック的で表面的なものでは人間は成功もしないし、幸福にもなれないというところを言っています。すなわち、どちらかというと「７つの習慣」というのは「経営哲学」とか「人生哲学」といった経営をどのように行うのか、あるいは人生をどのような生き方で生きればよいのかということに非常に関連していると言えます。

<B><font color="BLUE">(3)　人間の成長の状況と相互依存関係</B></font>
次回以降詳しくご説明しますが、ビジネスを行う場合、次のような考え方が重要です。まず人間の状況ですが、第1段階として赤ん坊生まれた時には、「依存」の状態です。自分では何もできませんから周りの環境に依存するしかない。環境が良ければよく育ちますし、環境が悪ければ駄目になる場合も多いということです。つまり、環境次第であるということです。その依存状態から小学校から大学生になり、段々と第2段階として「自立」の状態を確立していきます。それから社会に出て自立し、社会とうまくやって成功していかなくてはなりません。それが第3段階としての「相互依存」の状態です。そこでは、自分だけはなく、相手や社会との関わりを通して、社会との相互依存関係を充実・発展させていくということが重要であるといっているわけです。

<B><font color="BLUE">(4)　人格主義と自然の法則</B></font>
７つの習慣というのはと、東洋的な考え方と基本的に同じなのですが、「自然の法則」に調和したものであると言っています。これはテクニック的なものではなく、東洋の例えば、儒教や仏教と同様に、物事の本質を自然の法則から見出してくるのです。そこから人生ではこうした方が良いという考え方を導き出しています。そこで一番重要なのは、「個人主義」に基づく単なるテクニックではなく、より基本的な「人格主義」である、といっているのです。今日では欧米を始めとして、日本でも個人主義により、個人の権利ばかり主張するような風潮になっています。これではなく、「人格主義」すなわち誠意や謙虚、誠実、勇気、正義、忍耐、勤勉、節制というような、ちょっと古いような徳目を持っている人になることが大切であると考えるものです。そこでは、稲盛氏がいうように、「経営者は、信頼され、尊敬されるような人格を持っていることが重要でる」ということに相応し、非常に東洋思想に近い考え方になります。それゆえ、アメリカの200年の成功例を研究しているにも関わらず、根っこの部分では、非常に東洋思想に近いものがあり、成功するには東洋も西洋もないということが言えると思います。

<B><font color="BLUE">(5)　Win-Winとシナジー</B></font>
結局、今環境が激変しており、リスクが非常に高い「リスク社会」と言われますが、このような環境が激変する中で、人間とか組織に変わらない「心の中心」、「北極星」みたいなものを持たないといけないということになります。それは何かというと、例えば、部分を見るのではなく全体を見るという「全体的視野」を持つとか、短期ではなく「長期思考」で見るとか、物とかお金ではなく「人間関係」を大切にするとかということです。このようなことによって最終的にお互いに持ちつ持たれつし、Win-Win関係を大切にして「シナジー（相乗効果）」を上げていくと、平和で豊かな幸福な社会になるということなのです。この考え方を東洋的にいえば伝統的な「三方良し」（売り手良し、買い手良し、社会良し）と言えます。その「三方良し」を京セラ哲学で言えば、利他行、自利利他なのです。あるいは別な表現すると「自他一如」の考え方で、相乗効果を発揮していくのが平和で幸福な社会を実現するというところに結び付くといっているわけです。

<B><font color="BLUE">(6)　むすび</B></font>
今後は、「京セラ哲学から見た７つの習慣」というのをシリーズでお話ししていきますが、その「７つの習慣」というのは西洋的な成功のための習慣ではありますが、東洋的なものと非常に一致しているというところをお話しました。

〔参考〕スティーブン・コヴィー[2013]『７つの習慣』キングベアー社

 









京セラの経営哲学から見た7つの習慣:(2)概説2


テーマ：京セラの経営哲学から見た7つの習慣(2):概説②
① 京セラの経営哲学から見た7つの習慣:概説①　　　②　概説②

<B><font color="BLUE">(1)　はじめに</B></font>
「京セラ哲学からみた7つの習慣」というテーマでお話ししておりますが、この「7つの習慣」というのは元々米国人のスティーブン・Ｒ・コヴィーが書いた本のタイトルで、アメリカにおけるビジネスや人生で成功するためには「7つの習慣」というのが大事であると言われています。この場合、その7つの習慣が、京セラ営哲学という東洋的な視点からみて、どれくらい当てはまるのかということを読み解いていきたいと思います。

<B><font color="BLUE">(2)　7つの習慣</B></font>
まず具体的に「7つの習慣」とはどういうものがあるのかということになりますが、その習慣は、表1のように、大きく３つに分けられ、その内訳は３（私的成功のための３つの習慣）・３（公的成功のための３つの習慣）・１（自己を磨く習慣）となっています。


表1　7つの習慣
<img alt="ｇｕｒａｈｕ.jpg" src="http://bbiq-bs.jp/blog/%EF%BD%87%EF%BD%95%EF%BD%92%EF%BD%81%EF%BD%88%EF%BD%95.jpg" width="605" height="307" class="mt-image-left" style="float: left; margin: 0 20px 20px 0;" />

<B><font color="BLUE">(3)　私的成功のための３つの習慣</B></font>
最初の３つについてですが、これは「私的成功のための３つの習慣」になります。ここでは「個人的・私的成功」と「社会的・公的成功」を考えております。個人的な私的な成功のためには、まず第1の習慣は、「主体性を発揮する」ということです。「主体性」すなわち主体的に何事にも取り組むことです。第２の習慣は、「目的をもって始める」ということになります。みなさんも、例えば、受験に向けてなど一定の目的を持ってあらゆることを始めると思います。第3の習慣は、「重要事項を優先する」ということです。このように、「主体的に目的をもって重要事項を優先しながら人生を送っていくこと」が私的に成功する秘訣であると考えています。これが基礎的な条件であり、これを「自立のパラダイム」と呼び、「自己を確立して自分が成功するための基本的な考え方」です。この「自立のパラダイム」というのは、自分が自立し私的な成功をするために重要なパラダイムです。

<B><font color="BLUE">(4)　公的成功のための３つの習慣</B></font>

表2　win & loseの関係

<img alt="gurahu2.jpg" src="http://bbiq-bs.jp/blog/gurahu2.jpg" width="540" height="238" class="mt-image-none" style="" />


その上にあるのが、次の「３つの習慣」です。これは「公的成功のための相互依存のパラダイム」と呼ばれています。どういう習慣かというと、第4の習慣は、「win-win」を考える。自分のことだけ考えるのではなく、社会は様々な人と構成されているので、お互いの利益すなわち「win-win」を考えるということになります。この場合、表2のように、win-lose、lose-winあるいはlose-loseではだめです。私がwinしてあなたがloseでは、あなたにとって良くないし、あなたがwinで私がloseでは、私にとって良くないので、お互いのwin-winになるようなことを常に考えます。
第５の習慣は、「理解してから理解される」というものです。何かをする時には、普通誰でもが、まず自分が「理解される」ということを優先します。しかし、このようなやり方では上手く行かないのが通常です。そこで、社会的には、まず相手のことを理解してから、次に理解してもらうということを心がけます。そのため「他人優先」なのです。このような方法によらないと社会では成功しません。先ほどのwin-winも私だけ勝ってあなたがloseではだめでした。それと同様に、感情移入の時も「相手をよく理解してから理解される」、「あなたのことを良く理解したのだから、私の方も理解して下さい」ということになります。そうすることでスムーズにことが運びます。
そして、第６の習慣は、「シナジーを発揮する」ということです。「シナジー（相乗効果）」とは、先ほどのwin-winと、あるいは理解してから理解されると全く同じなのですが、あるビジネスを行おうと考えた場合、例えば、売り手はできるだけ高く売りたいけれども、買い手はできるだけ安く買いたいという思いが生まれます。どちらか一方だけで重視した場合には、普通の「二元論」になってしまい、私が勝つか、あなたが勝つかということになってしまいます。しかし、シナジーは、こうした二元論ではなく、「正反合」というように、対立を一段高いところで解決する「弁証法」的な考え方です。つまり、あるものには必ずそれに対抗するものがあるという「利害対立」（どちらか一方だけが勝つ）を、それよりもより一段高いところで解決するのです。お互いの持っている良いところを生かし、より高いところで解決をはかる（両者がWin-Winとなる第3の解答を探す）というのが「相乗効果」です。一緒に仲良く勝とうよというふうな考え方ですね。それが「相乗効果を発揮する」ということになります。これが「最終目的」になります。この世の中は、人間でできていますので、自分だけではなく、全体として皆でお互いに仲良くやろうと、このことがお互いの利益になるし、ハッピーにもなります。今世界では多くの争いがありますが、このような状態を続けていれば、本当にお互いに「負の連鎖」になってしまいます。そうではなく、反対の「プラスの連鎖」を作っていく必要があると思います。悪いことをすると必ず反撃がありますし、反対に良いことをすれば、必ず良いことが戻ってくるという「善因善果・悪因悪果」は自然法則(「因果律」)なのです。

<B><font color="BLUE">(5)　自己を磨く習慣</B></font>
最後に第７の習慣が「刃を研ぐ」になります。すなわち、「自分自身を磨く」ということです。自分自身が、常に自分を磨くことによって、信頼され、尊敬される人物になるということです。そして、常に自己研鑽を積みながら主体的に目的をもって重要な事項を優先しながら、しかも、相手のことを考えて、皆でシナジーを発揮しながら、成功しようということになります。この場合、いつも全ての基礎として「（本心）良心」に基づいて思考・行動することが大切であると述べられております。これは東洋的な考えと全く同一です。「（本心）良心」というのは西洋東洋を問わず、成功するための一番の基本になるということが理解できるのではないかなということです。

<B><font color="BLUE">(6)　むすび</B></font>
ビジネスにおいても人生おいても成功し幸せになるためには、このような7つの習慣を身につけて、生活の中で血肉化していくことが、西洋東洋を問わず非常に重要であるということです。

〔参考〕スティーブン・コヴィー[2013]「７つの習慣」キングベアー社 







Introduction



グロービス経営大学院の荒木博行と申します。元々は商社で働いていましたが、転職し、現在はグロービス経営大学院で副研究科長を務めています。

現在では、大別して三つの仕事に取り組んでいます。一つ目が、教えるということです。クリティカルシンキングといわれる頭の使い方や経営戦略について、セッションを行っています。二つ目が、発信する、物を書くということです。最近も共著で本を出版しましたが、その本では、若手のビジネスパーソンが成長するために必要なことについて、言及しています。そして三つ目が、組織のマネジメントです。私の肩書だけをみると大学の教授であるかのように思われますが、実はそうではありません。そもそもグロービスでは、大事なコンセプトとして、実践性というキーワードがあります。私自身はクラスをしつつ、実務にも携わることで、実践性を日々培っています。世の中の理論と自分との経験をマッチングしながら、生きた知恵を現場で教えています。最近では、オンラインＭＢＡを立ち上げまして、リーダーとして組織を率いているところです。私たちは、実務に寄り添った形の学びを非常に重視し、何らかの形でビジネスの近くにいて、そこで得られる新しい知見をどんどん還元していきたいと考えているのです。

ところでグロービス大学院は、東京と大阪、名古屋、仙台、福岡の順に拠点を立ち上げてまいりました。しかし依然として、日本全国にＭＢＡ教育を必要とされている方はたくさんいらっしゃいます。また、ＭＢＡに興味があるようなビジネスパーソンは、国内外へ出張する機会が多く、非常に忙しい状態にあるものです。そうした中で学びを継続したい、どこででも学びたいという声が、いろいろなところで聞かれるようになりました。そのニーズにこたえるために立ち上げたものが、先ほど触れましたオンラインＭＢＡです。オンラインというツールを用いて教育の場を提供するという目的で、この１０月から始まったばかりです。

オンラインＭＢＡ開講にあたっては、様々な新しい発見がありました。まずポジティブな面としては、お子さんを抱えて働いている方、家で介護をしながら働いている方など、学校へ通うことが難しい状態にある方へも、ＭＢＡを取得する機会を提供できることがわかりました。また、海外で働いている方にもニーズがあるということです。実際にシンガポールやカンボジアなどから説明会や体験クラスへの参加があり、学習に対するニーズを改めて確認することができました。一方で、オンラインならではの難しさをも感じつつあります。私たちは、現実に通学して受ける授業をそのままオンラインへ移植するというコンセプトを掲げており、単に動画を見せるだけに終わらず、様々なやり取りをそこで行いたいと考えています。そうした部分をどの程度実現できるものか、そしてオンラインならではの良さをどれくらい作り上げることができるのか、現状、思考錯誤を繰り返しているところです。

 







ｵﾝﾗｲﾝMBAﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの変遷とｸﾞﾛｰﾋﾞｽの戦い方



今回は、オンライン教育についてお話します。現在、オンライン教育は様々な形で変化を遂げ続けています。その潮流や今後の展望について、私の視点より述べさせていただきます。

オンライン教育を語る上では、三つのフェーズがあります。それぞれをフェーズ１、フェーズ２、フェーズ３と呼ぶならば、現時点で、我々はフェーズ２にいるものと考えます。なおフェーズ３は、未だ予想段階にあるものです。

フェーズ１は、２０１２年から２０１３年あたりに訪れました。この時期、ＭＯＯＣｓ（Massive Open Online Courses、大規模オープンオンラインコース）というキーワードが、教育業界に吹き荒れたのです。アメリカなどの大学院を中心に、高等教育をオンライン上で無償で公開するという流れが一気に加速しました。UdacityやedX、CourseraがＭＯＯＣｓの三大プレイヤーであり、このプラットフォームを通じてＭＩＴやハーバードといった著名な大学も、講座を公開するようになって行きました。これは、一部の限られた人だけが教育を受けるのではなく、全世界にいる貧しい人へも等しく教育の機会を与えようというモチベーションのもとに起きた運動の一環です。大多数が日本人である日本では、そうした教育の機会差を目の当たりにすることはそこまで多くありません。グローバルな言語である英語を主に用いる世界では、初等教育をも十分に受けられない人たちがまだ多く存在するため、彼らへ教育の機会を提供するというモチベーションが湧きやすいのでしょう。そうした中でＭＯＯＣｓが広がることとなりましたが、これをフェーズ１と私は考えます。

そして現在私たちがいるフェーズ２は、仕組みを模索する段階です。先ほど申し上げたＭＯＯＣｓの三大プレイヤーのひとつであるUdacityの創設者セバスチャン・スランは、いくつかの深刻な悩みを持っていました。講座を開講したところ、実際の修了者は登録者の１０％に行くか行かないかという状態だったのです。つまり、完走する人がほとんどいなかった。これは教える側としては深刻な問題です。また、もう一つの課題は、「オープン」というキーワードにつながる問題です。オープンには、無料開放というニュアンスが込められていますが、そうした形態において、どのようにして収益モデルを構築するか、具体的にはどこからお金を貰ってくるかという点が課題になります。ここも実際に明快な答えは出ていません。現在は、学生のモチベーションを維持しつつ収益を上げて行く方法について、いろいろな模索が続けられているところです。もしかすると、この時期が一番面白いのかもしれません。もちろん、その動きはいろいろ見受けられます。モチベーションという点でいえば、大学と手を組んで単位を出せるようにする取り組みが出てきました。すなわち、完走することによるメリットを見せるようにしているのです。あるいは、ゲームの要素を取り入れているところもあります。収益モデルという点でいえば、アドバンスのコースを有料化し、有料会員は特別なサイトを見ることができるようにする、という取り組みもみられます。あるいは、成績優秀者が働いている企業とやり取りを行い、企業からお金をいただくという方法も試みられています。このようにオンライン教育におけるモデルの模索が続くのがフェーズ2です。

そしてやがてはフェーズ3に移行するでしょう。まだまだ先が見えない状況ですが、オープン化が進めば進むほど、集約化が進むと考えられます。地域的な障壁などがなくなるために、優勝劣敗がはっきりとしてくるのです。したがって、メジャーな学習領域においては、ごく少数の限られたプレイヤーが握ることになっていくでしょう。しかしその一方で、同時に分散化も進むと思います。つまり、ニッチな領域に対するオンライン提供も広がる、ということです。ものすごくニッチな学習領域であっても全世界からかき集めれば規模として成立するからです。この集約化と分散化が同時進行で起こる状態が、フェーズ３に相当します。実際、現在でも既にこうした動きが徐々に見えつつあります。

そうした状況の中で、グロービス・オンラインMBAはどのように戦って行くのか。我々としては、MOOCsのMに該当する「Massive（＝大量）」ではなく「Small（＝少数）」というモデルを考えています。つまり、20名程度の限定された人数の中で、リアルタイムに双方向で議論をしながら、モチベーションを高めて学んでいく、というアプローチです。こういうモデルのことをSPOCs（Small Private Online Courses）と呼ぶらしいです。これは、MOOCsの流れとは一線を画すモデルではありますが、新たな教育のモデルとして大いに可能性はあると考えています。

オンライン化が進んだ教育の流れが今後どのように変化していくのか、まだ分かりません。ただ、グロービス自身もその当事者として、オンライン教育のあり方に一石を投じながら、チャレンジを続けていきたいと考えています。 









博多港の経済効果①


人口150万都市の福岡にはさまざまな顔がありますが、港湾都市という特徴も非常に大きいと思います。福岡市は、「アジアのゲートウエイ」という呼び方をされますが、それは博多港が福岡空港とともに、アジアの物流と人流の結節点と考えられているからです。

昨年は一年間で、約180万人が博多港を利用しました。内訳はクルーズ船や韓国との間の高速船やフェリーの乗客を中心とする外国航路の63万人と離島航路などの国内航路の111万人です。昨年は、近隣諸国との政治的な緊張関係と韓国でのフェリーに事故から、180万人に留まりましたが、200万人を超えた年もあります。それでも、外国人旅客数は、日本国内の港湾でトップです。さらに貨物で言えば、神戸港よりも西の港では、貿易額もコンテナの取扱量でもトップです。

博多港があるということが、福岡市の魅力を高めているのは間違いないことですが、経済的にはどの程度寄与しているだろうかということを今日と明日で考えてみたいと思います。昨年一年間かけて福岡市港湾局のみなさんと一緒に、福岡市にとっての博多港の経済波及効果をまとめましたが、先日市議会でもその内容が承認されたようですので、その報告になります。

まず経済波及効果という考え方を説明したいと思います。例えば、九州の企業が、海外や国内に向けて博多港から貨物を出荷することを考えてみてください。そのためには、トラックや船の運賃を含めた輸送費が発生しますし、倉庫も利用するでしょう。また海運・陸運の企業は、輸送用の船舶やトラックの燃料の調達や修理や貨物の積み下ろしなどの荷役などで、地元で生産活動を誘発します。これを一時波及効果といいます。
それに加えて、これらの関連産業の社員の給料によって、市内で商品やサービスを購入することで、更に別の産業の活動が活性化することを二次波及効果といいます。つまり、貨物輸送に関わる直接的な効果と関連産業によって生じる副次的な効果を合わせたものが経済波及効果です。

それでは、その福岡市経済にとって、博多港を通じた様々な活動がどの程度のインパクトを持っているのかと考えると、2013年度の市内の総生産額は、6兆7千億円でしたが、その内の1兆9千億円が博多港の経済波及効果です。これは、全体の28.3パーセントになります。また雇用の面で見ると、約96万人の市内従業者数に占める割合は、28.7パーセントで、27万3千人にもなるようです。

先ほど経済波及効果という考え方を説明しましたが、もちろん直接的に港湾地区で働くとか港湾・物流関係の産業に直接的に従事するだけではなく、生産活動としての農林水産や製造業、観光やサービスなどの間接的な業務に従事する人を含めると、市内で働く人の4人に1人に影響があるということになります。

本当にそんなに多いのかと思われるのではないかと思いますが、阪神淡路大震災以前の調査で、神戸市の雇用創出効果は約45パーセントだった記憶があります。神戸市は、福岡以上に港湾、貿易や観光やサービスに従事する人が多く、以前はもっと多かったと思いますし、そう思うと福岡市の28.7パーセントも納得できます。

最後に税収効果を見てみると、2013年の福岡市の税収2,686億円のうちの28.3パーセントの759億円が、博多港の存在によって生み出されていることになるようです。税収も4分の１、雇用創出も4人に１人、そして経済波及効果もほぼ４分の1になるわけですから、博多港の存在は非常に大きいと思いませんか。

今日のまとめです。博多港からの商品の出荷に関わる貨物輸送や物流業務に関わる直接的な活動と、これらの関連産業の社員の給料から商品やサービスを購入することで、更に別の産業の生産活動が誘発することを合わせて、港湾の経済波及効果と呼びます。福岡市にとって、博多港があることの意義を経済的な側面から考えてみました。

 







博多港の経済効果②


昨日は、港湾の経済波及効果という考え方をご紹介し、市内の総生産額に占める割合、雇用創出効果、税収効果のそれぞれにおいて、福岡市経済の約4分の1を占めることから、博多港の存在は福岡市の経済にとって非常に大きいとお話しました。

日本が海外に天然資源から食料まで多くを依存する中で、重量ベースでは全体の99.8パーセントの貨物が船舶で輸送されているので、港湾の役割が重要なのは当然ですが、博多港は九州で最大はもちろんのこと神戸港以西で最も貨物の取扱量の大きい港ですから大変重要ということになります。今日は少し具体的に、どのような経済活動によって、福岡市に貢献しているのかをお話ししたいと思います。

まず身近なところで、クルーズ船の博多港寄港を考えてみます。これも最近の近隣諸国との緊張関係で、昨年の博多港の寄港回数は外国航路と国内を合わせて、38回に留まりましたが、一昨年の2012年は112回で、国内の港の寄港回数では突出していました。

福岡市では、4年前に外国航路のクルーズ船で福岡に寄港した乗客の一人当たりの消費額を3万3千円と発表していました。3年前の調査では、少し増えて、一隻あたりの経済効果は4,400万円、一人当たりの消費額は4万4千円だったそうです。

朝下船して、夕方に乗船するまでの限られた時間に、観光や食事や買物をするので、時間は限られていますが、食事の他におみやげとして福岡で化粧品、健康食品や家電品を市内で、平均4万4千円購入されたことになります。最近のクルーズ船は、一隻で定員が3,800人を超えるという巨大な船も珍しくないですから、経済波及効果はとても大きいと言えます。
福岡市では、今から8年後の2022年に外国航路のクルーズ船が年間で250回博多港に寄港し、120万人の乗客が福岡で過ごすことを想定していますが、そうなるとクルーズ船だけの経済波及効果でも、年間320億円になります。このクルーズ船の寄港に伴って、港湾、観光だけではなく、さまざまな分野で生産活動が拡大し、また雇用創出も期待できます。

次に、コンテナ船の寄港について考えてみたいと思います。コンテナ船というのは様々な生活必需品である食料や製品をコンテナに入れて輸送する船ですが、昨年は87万TEUのコンテナが博多港で積み下ろしされました。TEUという単位は、長さ20フィート＝6メートルの小型コンテナに換算したコンテナの個数です。

クルーズ船と同様に、コンテナ船も大型化しており、このような船舶が博多港に入港することで、船自体の寄港に伴う作業、貨物の積み下ろし、ターミナルでの作業、倉庫での保管など、トラックでの移動など多くの業務が発生します。

5,000TEUを積載するコンテナ船一隻が、博多港に一回寄港することで、その経済波及効果は1億4,400万円になります。先ほどお話したように、昨年の博多港での取扱量の87万TEUでしたが、クルーズ船と同様に8年後の2022年には130万TEUに、増加することが期待されています。そうなると博多港でコンテナを取り扱うことの経済波及効果は、年間2千億円にもなります。

今回の調査では、福岡市で消費される衣類や食料品の36パーセント、家具の28パーセントが博多港を経由していることがわかりました。博多港から海外に自動車やタイヤや半導体が輸出されているように、輸出産業にとって港は不可欠ですが、私たちの生活にとっても、博多港の存在は大きいことがわかります。

今日のまとめです。福岡市の財政や経済活動と大きく貢献する博多港の経済波及効果について、具体的なクルーズ船の寄港やコンテナ船の寄港によるコンテナの扱いの観点から説明しました。港があることが、様々な経済活動を産み出して、さらにそれが雇用の創出や税収に繋がっているということになります。


 









今年も行って来ましたイギリス①


少々前の話になりますけれども、夏に研修旅行を企画し学生さんを連れて行っているのですが、今日は毎年恒例の「イギリスの研修」の話をしたいと思います。

正式な名称は「ケンブリッジ大学英語・学術研修」と申しまして、九大の公式行事ではないのですが、私の方がプライベートに用意したものです。毎年30名前後の学生さんを集めて行ってきていますけども、ケンブリッジ大学と言っても中の組織が非常に複雑で31校カレッジがあります。

「カレッジ」というところはどういう所かと説明すると、それだけであっという間に時間が過ぎてしまいますのでかいつまんで言うと、「小さな総合大学みたいなもので色んな専門の先生や学生が集まっていて、個人指導をするところであり、マスプロの授業は昼間学部の授業に出かけていく」という様な形になっているものになります。
九大でも一時こういったものを導入しようかと聞こえてきたこともありました。個人的にはなかなか良い制度ではないかと思います。
この中の一つ、1347年に創立されたカレッジで「ペンブロークレッジ」という所がありまして、そちらで研修をしています。そちらに「国際プログラムオフィス」というのがありまして、日本その他の外国の学生さんを集めて夏季講座をしています。本来の学生さんがいなくなった夏の間に「夏季講座」をして、所謂ビジネスをしているわけですが、九大のグループもそれの一つに乗っかって研修しているという形です。これの良いところは、やはりケンブリッジという場所なのでもちろん「英語を勉強しましょう」という部分もありますが、向こうの現職の先生やケンブリッジ大学で博士号を取られた方、そういった方々が専門科目を担当されていて、それも受講できるという形になっています。そしてケンブリッジと言えば、ノーベル賞を輩出した大学としては世界で１位、２位を争う大学でもあるし、ニュートンやダーウィン、ケインズなど有名な人がとにかく目白押しで、どの専門分野の学生であってもそれぞれ何かひっかかりがあってこういう人達の足跡を辿ってみたいというような学問の場所としての価値がとても高いところです。加えて建物も当時の物がたくさん残っていて町全体が美術館というような場所になります。

そういった世界のアカデミズムの最高峰を張っている大学の雰囲気の中で、向こうの直接の監督のもとでプログラムに参加できるという、これが一番の売りになります。私としては、学生さんを送るというのをいつまでも続けたいと願っていますが、ありがたいことに毎年安定的に申込者があり、その中から選抜をして良いグループに育て上げ、事前研修で一年近く揉んで現地に乗り込むという形をとっています。
向こうに行きますと週末の旅行であるとか、現地での様々な行事であるとか、そういったものも予め分かりますので色々と組み合わせて、向こうでの３週間が充実したものになるという形でやっています。
特に皆さんにイメージとして持って貰いたいことがありまして申し上げるのですが、よくハリーポッターを見ていると食事を皆で長椅子の所で摂っていて全員集合みたいなシーンがありますよね。

向こうでは「フォーマルホール」と言われますが、これを実際に行います。いわゆるフルコースの料理の正式な晩餐会で、学生さんも正装で来ます。もちろん、九大生も全員礼服着用で行くわけです。
ケンブリッジ大学の側のスタッフの人の多くはアカデミックガウンという黒いガウン、ハリーポッターでも出てくるんですけど、あれを着用して食事をします。これがまた貴重な体験で、きちんとした形で残っているのはイギリスでも恐らくケンブリッジ、オックスフォードぐらいではないかと思います。

これが非常に面白いのです。加えてハイテーブルと言ってホールの中に一部ひな壇の区画があり、そこに偉い方が招かれて食事会がある時は、平の部分で食事をしている私たちは、その偉い方々が出入りする度に立ち上がり、銅鑼が鳴ってラテン語でお祈りを捧げるという、そういう儀式が今でも残っています。そういった側面もイギリスの学術文化として体験できるということがありまして、非常に良い内容のものになっていると思いますが、いかんせんイギリスは英語関係の研修をするという時にどうもコスト面であまり有利ではありません。

かなりの費用がかかる為に学生さんには非常にご迷惑をおかけしているわけですが、ただ一部は非常にこれを楽しみにして来られる方がいて、先輩が高校などに行って話をするなんていうことがあるようで、「入学する前からこれがあるというのを楽しみにしてきました。」というような学生さんもおられて、私自身「これは当分辞められないな」と思って、毎年身の引き締まる思いをしております。

「この為に九大を選んで受験して来た」と言われてしまうと僕としても申込みをして落とす訳にはいかないというところがありまして、毎年学生さんを選ぶのが大変です。

九大を受験する理由は皆さん色々あると思いますけれども、「ケンブリッジ大学英語・学術研修」、ホームページにもありますので一つの目的として受験してきてください、というところで今日のまとめとしたいと思います。

 









今年も行ってきましたイギリス②


時期が過ぎてしまいましたけれども、今年の夏も私の主宰している「ケンブリッジ大学英語学術研修」の引率に行ってきました。今回はそこでの経験をお話したいと思います。

まず「どういったところを見てきたか」ということと、それから「最近のイギリス国内の変化」についてお話をしたいと思っています。

まずは何を見てきたかということですが、私も様々なところへ訪れるのが好きな方で、今年は学生さん達の多くとは違い、かなりマイナーなところへ行ってきました。名前だけ先に上げておきますと、「リンカーン」「ノッティンガム」「コヴェントリー」。それから、「ワーナーブラザーズのハリーポッターのスタジオ」、そしてスコットランドの「ハイランド」に行きまして、「オーバン」、「アイオナ島」と「スタッファ島」というようなところへ行きました。そしてロンドンでは有名な作家の「ディケンズの家」とか、ロンドンオリンピックで作られたテムズ川を渡るロープーウェイとか、昔火事で焼けてしまったのを再現したカティサークという船などを見てきました。それぞれなかなか面白かったのですが、最近私のフォーカスが「スコットランド」に当たっていまして、遠いのでなかなかこなせてはいませんが、やはりとても素敵なところです。
今回スコットランドは独立の投票もあり注目を集めているところですが、イングランドとはっきり異なるところとして、ごつごつとした地形の中で大自然があるところでもありますし、文化的にもイングランドと異なっていて、見るべきところが沢山あります。
今回訪れた場所として先ほど名前を挙げた「アイオナ島」は、スコットランドに初めてキリスト教が伝えられたところです。その当時建てられ、現在も同じ場所に立っている修道院も見ることができました。もう１つの小さな無人島で「スタッファ島」というところがありまして、こちらはメンデルスゾーンの「フィンガルの洞窟」という音楽の構想を練ったということで有名なフィンガルの洞窟があるところになります。最近はそんな学生さんが気軽には行かないようなところばかり足を運んでいます。これもなかなか面白いです。
みなさんの関心が高い場所として「ハリーポッターのスタジオ」についても少しふれておきたいと思います。最近日本でもＵＳＪにハリーポッターの施設ができていますけれども、イギリスにあるハリーポッターのスタジオとは中身はかなり異なると思います。こちらは実際に撮影が行われたスタジオで実際に使ったアイテムなどを展示してあり、大道具、小道具さんの道具が置いてあるので、いわゆる「本物」が置いてあるわけです。

そして、ホグワーツの近くに掛けられていた屋根のある橋とか、あるいはサイドカーのついたオートバイで空を飛んだりしていますけれど、あのオートバイなど好きな人にはたまらない展示品が目白押しです。お土産屋さんも大分充実していて、普段お土産などあまり買わない私も随分とお土産を買ってしまいました。学生さんの中には杖を買って、ケンブリッジで振り回して呪文を唱えている人などもいて面白かったですよ。

次に、「最近のイギリス国内の変化」に移りたいと思います。以前から気がついていたことでもありますが、最近のイギリスは「近代化」を押しとどめることが出来ずに、ケンブリッジのような比較的古い美術的な建築が残っているところでも、あちらこちらに近代的なものが建ち始めているということが挙げられるかかと思います。特に駅の周りが近代的なオフィス街に変貌しようとしていたり、非常に趣のある街区だったところにデパートやショッピングセンターの近代的な建物が建っていたりというようなことが段々目立つようになってきています。

ある程度仕方のない事でもありますが、そうした流れの中で以前、オリンピックがロンドンで行われた時に国の政策としてコンビニを沢山作りました。それまでコンビニの文化はイギリスにほぼ無かったものなのですが、それがだいぶ増えていて、今回もどこに行ってもコンビニがあるなというような印象を受けました。しかし、日本で見るような外資系の有名なコンビニチェーンというようなものはありません。向こうの地元のスーパーマーケットチェーンなどが委託され、そのミニ版みたいな形で開業しているところが多くあります。ビジネスの世界でご存じの方は多いと思いますので、名前を言うと分かるのではないかと思いますが、「コストコ」や「センズベリー」、「マークスアンドスペンサー」などイギリスにちょっとでも行ったことがある人なら誰でも一度は耳にしたことのあるようなスーパーマーケットのチェーン店がコンビニの部門を展開しています。ブランド名を変えて運営してはいますが、どこのスーパーがやっているのかは一目瞭然です。まだ24時間営業というところは非常に少なく、例えば朝７時から11時までというような営業時間でした。ありがたかったのは、寝台列車が夜遅くに出る駅では、12時までやっているなど、多少そういうことはやっているようですが、それにしても日本のコンビニの環境がいかに有難いのかがよく分かりますね。「24時間営業で何か困った時にはコンビニに行けばある」というのが今の日本の状況ですが、以前のイギリスでは夕方６時にお店が閉まった後はもう何も買えない、というような時代が長かったことを考えると、様々な議論があるとは思いますが、イギリスも段々と日本に近づいてきているといえるのかもしれません。

あのクラシカルなイギリスであってもやはり時代の波には逆らえず、経済的に、あるいは町の景観的に、やはり変貌を遂げていく。それが今段々目立つようになってきたなということで今日のまとめとしたいと思います。皆さんもイギリスに行かれた際には、是非その辺りを確認してみてください。

 







イスラム国



今日は、イスラム国について話します。最近ではオバマ大統領が怒り、アメリカによる空爆がはじまっています。普段の日本人は中東での戦いを遠い国の出来事ととらえますが、ここのところ大きな騒ぎとなっていますので、どのような状況なのか振り返ってみましょう。

イスラム国が大きく報道されるようになった契機は、アメリカ人の二人の記者の首が切断されるという残虐な行為が報道されたことにあります。その後イスラム国はさらに、イギリス人の援助関係者デービッド・ヘインズさんの首を切断して殺害しました。またアルジェリアでは、イスラム国系武装組織によってフランス人が殺害されています。これらの映像がインターネット上で公開されたために、人びとの関心を大きく呼ぶことになりました。アメリカにおいては、イスラム国の行動に対して世論が怒っている以上、中間選挙を目前に控えたオバマ大統領は何がしかの行動を起こす必要に駆られました。

そもそもオバマ大統領は、アフガニスタンやイラクからアメリカ軍を撤退させようとしてきました。しかし今回はわりと積極的に、イラクとシリアの空爆に踏み切っています。現状、イスラム国はイラクとシリアの一部を支配しています。そこで、イラク政府からの要請とイラクにおけるアメリカ人保護のために、まずはイラクを空爆し始めました。一方でシリアにおいては、若干複雑な状況が見られます。もともとアメリカは、アラブの春の際にアサド政権がケミカル兵器を用いたとして、反アサド政権派を支持してきました。そのためアサド政権は、当初はアメリカに対して、シリアにおけるイスラム国への空爆をしないように求めていました。しかしアサド政権の能力だけではイスラム国を抑えられないために、「テロと戦ういかなる努力も支持する」として空爆を容認する姿勢を示しました。一方、ロシアや中国は、アサド政権に何かを頼まれていないにも関わらず、アメリカのシリア空爆に反対し、国連安全保障理事会の決議あるいはアサド政権からの依頼を取ってくるよう要求しました。こうした状況の中、アメリカはイスラム国をアルカイダ系のテロ組織であるとみなして、イラクに続いてシリアも空爆するようになっています。イギリスやフランスなどからなる有志連合も、シリア空爆への参加を申し出ています。周辺のアラブ諸国もまた、今回の件に関しては、アメリカの参加に賛成しています。サウジアラビアやヨルダン、ＵＡＥ、バーレーン、カタールなどのスンニ派諸国は、過激派台頭を警戒しているので、アメリカのシリア空爆軍事作戦に一緒に参加しました。

ところがアメリカは、地上戦については、イラクではイラク政府軍に、シリアでは反シリア体制派の自由シリア軍に、それぞれ任せる方針でいます。アメリカが地上部隊を派遣しない以上、有志連合も地上戦を展開するつもりはありません。しかしながら、イラク政府軍や自由シリア軍には、イスラム国と対等に戦う能力がありません。イスラム国はイラクとシリアにまたがる大変な面積を支配しているので、地上戦を行わない限り、完全な掌握は難しいでしょう。このように、未だ事態が収まる気配がない状況です。

今日の話をまとめます。
イラクとシリアの一部地域を支配するイスラム国が、残虐行為を行っています。中間選挙を控えたアメリカは、世論に応え、イラクに続いてシリアを空爆しました。イギリスやフランスなどからなる有志連合も、これに参加しています。これまでと同様に、アメリカの行動に対してロシアや中国は文句を言っています。今回の戦いは空爆だけで終わるものではなく、地上戦の展開が必須です。しかしアメリカも有志連合も、地上部隊を派遣するつもりはありません。この戦いは、当分長引きそうです。

 







能力開発の3つの落とし穴



今回は、能力開発に焦点をあてます。より具体的には、若手のビジネスパーソンに見られがちな能力開発の３つの落とし穴についてお話します。

私は、ビジネススクールで教えている関係上、若手のビジネスパーソンが抱える能力開発に関する悩みと向き合うことが非常に多いです。やはり皆さん、仕事を一回りすると、そうした問題意識を持つようになるようです。その際に彼らが陥る落とし穴は、以下の３つに大別されます。

１つめが、「割り切り・決めつけ型」と呼んでいるものです。たとえば、「こういう風に生きると自分で決めたのだから、その専門性と突き詰めるためにこういう資格を取ります。こういう勉強をします」と考えている方がこのタイプに含まれます。もちろんこれ自体は別に悪いことではありません。しかし、どの程度深く考えたうえで自分の専門を決めたのかという点が重要となります。何かをしないといけないと焦ってしまい、半径２ｍくらいを見回して、そこにあったものに飛びつく。そしてその流れで関連する資格について勉強し、勉強することで焦りから解放される。こうした状況にある人は、結構多いのではないでしょうか。我々は冷静にビジネスパーソンとしてこの先どのくらいの時間を費やして生きるのかという点について、考えを巡らせなければなりません。定年の年齢がどんどん延びるだろうことを踏まえれば、今２０代の方であれば７０歳まで働くとしても、あと４０数年のビジネスキャリアを有することとなります。そうであるにも関わらず、身の回りに見えているものにぱっと飛びつくことが果たしてどれほどよいことなのか、やはりしっかりと考えたいところです。当然のことながら、これまでは必要とされていたことが環境の変化によって不要となることも容易に想像されます。こうした状況においては、専門を狭めていたことが却って仇となりかねません。専門を決める際には、こうしたリスクが裏腹にあることを同時に考えて取り組む必要があると思います。

２つめが、「中途半端型」と呼ばれるものです。広く浅くとりあえず目についたものに飛びつく方が、このパターンに陥りやすいです。もちろん、自分の狭い世界に閉じこもっている人よりは、可能性を外へ広げるという意味では悪いことではありません。しかし、あっちのセミナーに行きました、こっちの勉強会へ顔を出します、売れているらしい本をとりあえず読んでみました、といった状況では、いずれの領域であっても表面的な理解しか得ることができません。いろいろと聞きかじって知ったつもりになっても、ビジネスの世界ではほとんど役に立たないどころか、むしろ弊害となることが多くあります。要するに「生兵法は大怪我の基」であって、中途半端にいろいろと手を広げて勉強したつもりになっているところが怖いのです。

そして３つめが、「ビジネスヒーロー憧れ型」です。著名な経営者や企業家といったビジネスヒーローに憧れて、その人の本を読んだりセミナーに出たりと、ある種のオタクになっていく方がいらっしゃいます。趣味の範囲でとどまっている分にはまだいいのですが、それをある種の能力開発と勘違いし、自分のビジネスにどのように生かすかなどと考え始めると、やや危険です。ビジネスヒーローの本やセミナーは、わかりやすい断片的な情報を提示している部分が多分に含まれますし、ヒーローたちのフィールドとこちらのフィールドの間には非常に距離があります。野球でたとえるならば、背面キャッチや振り子打法といったイチローの華麗なプレーを、野球を習いたての少年がいきなり真似し始めるようなものです。


こうした落とし穴にはまる人に共通していることは何でしょうか。それは、基礎固めを逃げている、ということにあります。やはり、遠回りに見えるかもしれませんが、どのような領域であっても基礎固めをしていくことが重要です。スポーツでもまずは、持久力をつける、足腰を鍛えるといった地味なトレーニングを続けて行きます。こうした姿勢は、ビジネスのフィールドにおいても大事なことです。ビジネスで言えば、思考力を鍛える、コミュニケーション力を鍛える、人の巻き込み方の基本をしっかり身に付けるといった点が、基礎固めに相当するでしょう。成功しているビジネスパーソンが表立ってこれらを鍛えているようには見えないかもしれませんが、過去を紐解けばそのような日々が確かに存在します。そうした点に改めて着目し、若手の皆さんにはまず基礎固めに取り組んでいただきたいと考えています。

最近私たちは、『２７歳からのＭＢＡ　グロービス流ビジネス基礎力１０』（東京経済新報社、２０１４）という本を出版しました。これは、足元がふらつきがちな若手のビジネスパーソンに対して、基礎へ立ち返る重要性を伝えることを目的としたものです。今回の話や本書を契機に、若手の皆さんには自分の能力開発について今一度考え直していただきたいと考えております。

 







コミュニケーションがうまい人とは？



今日は、コミュニケーションがうまくなるために大切なこと、という点について、話を進めます。

私は、ビジネススクールで論理思考や頭の使い方、物事の伝え方を教えている関係上、「コミュニケーションがうまくいかない」という悩みを受講者からしばしば聞きます。そもそもコミュニケーションがうまい人とは、どういう人を指すのでしょうか。業界や立場によって善し悪しやスタイルの違いがあるために一概には言えないでしょうが、あえて申し上げれば、「具体と抽象の往復」がうまい人のことを意味するように思います。

具体的に考えていきましょう。コミュニケーションにおいては、いくつかのパターン化できる癖があります。
一つ目は、具体的なことばかり話してしまう癖です。たとえば部下指導においてありがちですが、「これがダメでこれがダメでこれがダメ」と、具体的な事象をとにかく指摘してしまいます。それはそれで正しいことではありますが、その項目が多いと、聞き手としても頭に入りづらくなります。ビジネススクールにおいても、発表をする際に細かい具体的な事象をひたすら述べていく人がみられます。具体的に話す、ということ自体はよいことなのですが、「要するに何だ」ということが残りにくい。この、「要するに何だ」という部分が「抽象化」というスキルであるのですが、そのスキルに欠けている、ということです。

二つ目はその逆で、抽象的なことばかりを話してしまう癖です。たとえば、「お前はこんなタイプだ」などと言ってくる人がいたとしましょう。しかしこの人はなんとなくこのように言ったものの、その具体的な理由を説明することができません。ビジネススクールの授業においても、ファクトの具体的な数字を上げることなく、ふわっとした発表をする人が見られます。概念的には分かりやすいのですが、具体的な話がないので、「それってたとえばどういうこと？」ということが伝わりにくい。こういう場合も多く見られます。

つまり、コミュニケーションにおいては、具体と抽象の「バランス」を意識することが肝要です。そこで、まずは自分が無意識にどちらの傾向を有しているかという点を客観的に意識することをおすすめします。
その結果、一つ目のパターンである具体論ばかり述べてしまう傾向がみられるのであれば、「つまり」や「要するに」というキーワードを常に頭の中に置いておくようにしましょう。これらを自分に問いかけることで、無理やり頭を抽象化へ持っていくのです。
他方、二つ目の抽象論が出てこないようであれば、「たとえば」というキーワードを口癖にすればよいでしょう。そうすれば、自分の思考を具体論に無理やり導くことができます。このように、自分の癖に気付いた上で自分に対するキーワードを意識することが、有効ではないかと考えます。

しかし、自分がどちらのパターンの癖を持っているか客観的に把握することは、結構難しいものです。そこで我々は、具体と抽象の行き来をストラクチャーで表すというトレーニングをやっています。このトレーニングは、具体的には「ピラミッドストラクチャー」と呼ばれるものを作ることを通じて行います。最上段に、抽象的に自分が言いたいことを配置します。それを支える具体的なファクトを、その下に視覚化して書き入れます。このようにして自分が言いたいことのストラクチャーを意識していれば、シチュエーションや尺の長さ、相手によって、具体と抽象を往復して話の内容を変えることができるようになるのです。日頃から頭の中をきちんと整理しておくことが、すごく大事なのではないかと思います。

今日の話をまとめます。
コミュニケーションについて考える上では、「具体と抽象」が一つのキーワードとなります。まずは自分で、自分の会話の癖を把握しましょう。具体的に話す傾向が強い人であれば「つまり」や「要するに」というキーワードを、抽象的に話す傾向が強い人であれば「たとえば」というキーワードを、それぞれ頭の中に入れておきましょう。また、ピラミッドストラクチャーのように頭の中を構造化することで、具体と抽象が繋がっていきます。

 







「演繹法・帰納法」とビジネススクール



今日は、演繹法と帰納法について話します。私たちはロジックを組み立てる時に、無意識のうちにこの二つのアプローチを用いています。これらをきちんと理解しておくことが、ビジネス上、非常に役に立つのです。

まず、帰納法について見てみましょう。これは、Ａという事象、Ｂという事象、Ｃという事象が起きた場合に、これら三つに共通の法則を考える、というものです。たとえば社内で、ＡさんとＢさんとＣさんが出世しているとしましょう。三人はいずれも、海外経験を有します。としますと、そこから帰納法的に考えれば、「我が社で出世するためには海外勤務が必要である」、という結論に達します。

次に、演繹法について見てみましょう。これは、あるルールに対してある事象を組み合わせた時に何を言えるかを考える、というものです。先ほど取り上げた「我が社で出世するためには海外勤務が必要である」という帰納法的に考えられたルールに対して、「私は海外赴任を経験していない」という事象を組み合わせると、「私は出世しない」との結論に達します。このように演繹法では、あるルールに事象をあてはめることでおのずと結論が導き出されてくるのです。

帰納法を用いる際に大事なことは、経験やサンプルの幅がある程度ないと考えることすらできないという点です。たとえば、営業をほとんど経験したことがない人に営業の肝について尋ねても、サンプルがないために答えられないか、あるいは、一部の限られた極端なサンプルをもとに答える、ということになってしまいます。また、帰納法によって導き出された結論は、過度に抽象的ではなく、具体的である必要があります。先ほどの営業の肝の話で言えば、「帰納法的に考えると、営業の肝は気持ちです」などと答えられても、いまいちよくわかりません。具体的に考える力が、ここでは必要とされるのです。

一方、演繹法を用いる際には、知識を広げることが肝要となります。たとえば、ある飲料のマーケティングについて考えている人が、何か新しい商品を思いついたとしましょう。そこでさらに思考するためには、その消費財におけるマーケティングの基本となるルールをある程度は知っておく必要があります。そのルールに対して自分たちの商品をあてはめることによって、今後何をしたらよいのかわかってくるのです。このように、土台となる知識やルールをどれほど学んでいるかという点が、重要なのです。

以上を踏まえれば、ロジックを作る力を我々が鍛えようとした場合、まず演繹法の方が、短期的に効果が出やすいものと思います。なぜならば、事象に対して演繹法を適用させるためには、しっかりと知識を身に付けさえすればよいからです。

しかしその一方で、当然ですがそれだけでいいというわけではありません。むしろ帰納法的な考え方の方が重要になるケースが多い。それは何故でしょうか。演繹法は過去に生じた事象をもとに結論を導き出すというものです。しかし、ビジネスは刻々と変化します。過去の事象から導き出されたルールがすべてにおいて適応できるわけではありません。そこで、新たなチャレンジに直面するビジネスにおいては、目の前で起きている事象から新しいルールを生み出すという帰納法的考え方が重要視されるのです。たとえば、以前にお話ししましたオンライン教育も同様であって、この先どのように転ぶかわかりません。過去のルールや知識はもちろん有効ですが、これから戦って行く上で、使えなくなることもあります。そうなると、目の前のサンプルから新たな解釈を紡ぎだす力が、非常に大事になってきます。

私たちのビジネススクールでは、こうした帰納法的な力と演繹法的な力の両方をしっかりと鍛えることを重視します。演繹法的な思考のベースとなる必要な知識をしっかりと提供すること。またそれとともに、目の前の数少ない手がかりから何らかの解釈を導き出していく帰納法を鍛えること。こういったことを反復しながら素早い意思決定ができるように、日々トレーニングをしているのです。

 







イノベーション・システム(9) イノベーション・システムの日米比較


　最近4回の放送では、日本と米国のナショナル・イノベーション・システムの特徴と、それらの特徴がどのように歴史的に形成されてきたのかを概観してきました。今回は、こうした国際比較を踏まえて、イノベーション・システムという制度の捉え方をまとめてみたいと思います。

　日本と米国のイノベーション・システムの間には、様々な相違点が見出されました。
　例えば、イノベーションの主な担い手である企業をみると、90年代半ば頃までの日本については系列やメインバンク制といった企業間関係がイノベーション・プロセスに果たしてきた役割が注目され、また終身雇用や年功制といった雇用慣行が、企業内部で部門横断的な知識の共有を可能にしてきたことが、イノベーションの導入に有利に作用した点が強調されました。一方、米国のイノベーション・システムにおける企業としては、特にベンチャー・ビジネスが活発であることが注目され、その要因として日本とは対照的に労働市場の流動性が高いことなどに加え、反トラスト法による独占の規制と、特許制度による発明の保護がともに強力であることが挙げられました。
　また、大学の役割をみると、日本については理学・工学分野での全般的な教育水準の高さが特徴とされる一方、研究面での貢献が言及されることは少ないのですが、米国については世界的にトップレベルの研究活動を行っている大学が数多く存在し、それらが産業部門と活発に連携していることが重視されてきました。
　さらに政府の役割をみると、日本については戦後、高度成長期までの外国技術導入や、その後の共同研究開発において政府が主導的な役割を果たしてきたが認められました。ただ、こうした産業全体の技術水準を高める調整的な機能が評価される一方、研究開発費総額に占める政府の負担割合は他の先進諸国に比して低いということが指摘されてきました。この点、対照的に米国では研究開発費総額に占める連邦政府の負担割合が大きく、特に先端的な技術分野の研究開発プロジェクトにおいて連邦政府が重要な役割を果たしてきたことが注目されています。

　さて、このように日米のナショナル・イノベーション・システムの間には、いくつかの対照的な特徴と言うべき相違点が見出されます。しかし、その制度的な成り立ちを振り返ってみると、むしろ重要な共通点に気付かされます。

　第1に、各国のイノベーション・システムを特徴づけている諸制度は、それぞれの近代国家としての形成過程と密接に関連しているということです。日本のシステムにみられた特徴的な企業間関係や雇用慣行、そして産業部門に介入する政府の調整的な機能は、いずれも急速な近代化の過程で形成されてきたものでした。また、米国のシステムを特徴づける特許制度は合衆国憲法に根拠を持ち、反トラスト法は南北戦争後の混乱を収拾する過程で成立した制度でした。連邦政府が大学に巨額のグラントを提供するようになったのは第二次大戦後ですが、この仕組みは、そもそも高等教育に関する権限が連邦政府に配置されていないことに起因するものでした。
　このように初期時点の制度配置が、その後のシステムの進化に影響を及ぼす状態は、歴史的な経路依存性(path-dependency)と呼ばれています。

　第2に、各国のイノベーション・システムを構成している諸制度は、相互補完関係を持っているという点です。例えば、日本では技術研究組合による共同研究開発が重要な役割を果たしてきたと言われるのは、米国のように世界トップレベルの研究活動を行う大学が国内に数多く存在する状態ではないため、技術研究組合によって基礎研究機能を補完するという側面があったからです。米国でも1980年代には共同研究開発に対する反トラスト法の規制が緩和され、SEMATECHという半導体製造技術のコンソーシアムなどが設立されたのですが、競合企業間の共同研究はあまり実施されませんでした。それは世界トップレベルの研究大学をパートナーに選べるので企業間で共同研究を行う必要がないという理由に加え、規制が緩和されたとは言っても、万一、反トラスト法違反に問われて敗訴すると巨額の賠償金を支払うことになる虞があるため、米国のような流動性の高い環境では、競合企業に求める知的資産がある場合には、むしろ合併や人材のヘッドハンティングが選ばれてきたからだという見方があります。
　このように各国において固有の進化を遂げてきたイノベーション・システムを構成する諸制度は、相互に密接な補完関係を持ち、全体としては一貫性のある安定した状態、均衡状態にあると見ることができます。また、このような均衡状態は、特定の国の制度配置にだけ見られるのではありません。言い換えれば、特定の国のシステムにスタンダードと呼ばれる最適解が見出されるのではなく、均衡状態は多様であり、複数存在するわけです。

　今回の解説では、歴史的経路依存性、制度間の補完性、複数均衡など、耳慣れない用語を援用してきました。これらの用語は、スタンフォード大学の青木昌彦教授らによって提唱された比較制度分析の中で用いられてきたものです。ナショナル・イノベーション・システムの研究と比較制度分析の間には、直接的な接点はないのですが、両者の間では制度の捉え方において多くの問題意識が共有されているようです。イノベーション・システムの研究領域で発見された知見の多くは、比較制度分析の方法的視点に立って理論的に基礎づけることができると私は思います。

今回のまとめ：ナショナル・イノベーション・システムには本来、多様な均衡状態が存在し、いずれか一国のシステムがスタンダードと呼ばれる最適解を提供するわけではありません。



 







イノベーション・システム(10)  欧州のイノベーション・システム


　前回は、日本と米国のナショナル・イノベーション・システムを比較し、ナショナル・イノベーション・システムというものには本来、多様性があり、いずれか一国のシステムがスタンダードと呼ばれる最適な状態にあるわけではないという話しをしました。今回は、それぞれユニークなイノベーション・システムを持つ複数の国が、協力してイノベーションに取り組もうとする場合、どのような課題に直面することになるのかを考えてみたいと思います。ここで取り上げるのは、EU（欧州連合）の挑戦です。

　EUには現在、28カ国が加盟しており、加盟国はそれぞれ固有の歴史的、文化的な背景を持っています。その中には、イタリア、英国、ドイツのように、かつて科学技術の活動において世界の中心となった歴史を持つ国もあるのですが、今日、一国の活動水準では米国に遠くおよばず、分野によっては日本にも遅れをとる状態になっているわけです。
　もとよりイノベーション・システムは国ごとに多様で、行政システムに限ってみても、例えば英国は４つの国からなる連合王国で、科学技術政策全般については単一主権国家である連合王国の任務とされる一方、高等教育政策は各国の任務とされているのに対し、連邦制をとるドイツでは連邦政府と州政府が高等教育機関と公的研究機関への資金提供を共同で行うという二元構造になっており、また他方にはフランスのように科学技術政策も高等教育政策も中央集権的な行政機関に担われている国が存在するといった具合です。
　前に、科学技術政策のタイプには先端技術の研究開発を重視するミッション・オリエンテッド型と、技術の普及を重視するディフュージョン・オリエンテッド型があるという話しをしましたが、この分類にしたがうと、一般的に英国やフランスはミッション・オリエンテッド型、ドイツやスウェーデンはディフュージョン・オリエンテッド型と見られています。

　さて、こうした多様な国が加盟しているEUですが、その思想的な起源は第二次世界大戦中に遡るものの、組織的な実体は大戦後に発足した複数の共同体が元になっています。まず1952年に、独仏の不戦を目的として、戦争に不可欠な石炭と鉄鋼を共同管理するための「欧州石炭鉄鋼共同体」(ECSC)が発足しました。1958年にはローマ条約に基づいて、「欧州経済共同体」(EEC)と、「欧州原子力共同体」(EURATOM)が発足しました。1967年には、これらが統合されて「欧州共同体」(EC)となり、1986年には単一欧州議定書が採択されて、92年末までに域内取引の障壁を撤廃することが決まりました。そして1993年にはマーストリヒト条約が発効し、ECと共通安全保障政策および司法・内務協力を総称するものとしてEUが発足するに至ったわけです。
　EUは、加盟国が主権の一部を移譲することによって成立した超国家的な機構で、その組織にも三権分立の体制がとられています。すなわち、欧州理事会と閣僚理事会が立法機関、欧州委員会が行政機関、欧州裁判所が司法機関です。
　行政機関である欧州委員会は、国の省庁に相当する総局と呼ばれる組織に分かれており、その中に科学技術政策を担当する「研究・イノベーション総局」が置かれています。

　EUの科学技術政策における特徴的な取組として、「フレームワーク計画」と呼ばれる研究助成制度があります。第1次フレームワーク計画は、EUが発足する以前の1984年から87年にかけてECのプログラムとして実施されたものですが、統合化の動きと並行して1987年から91年に実施された第2次計画以後、本格化することになります。
　フレームワーク計画は、EUの産業競争力強化を目的とする総合計画で、その傘下で個別プログラムが実施されました。予算の半分はEUの一般会計から支出され、半分は各国からの拠出金によって賄われました。
　具体的にどのようなテーマを実施するかは、リーゼンフーバー基準と呼ばれる原則に従って決められました。この基準は、原則として民間で行えるものは公共部門では行わない、国家レベルで行えるものはECレベルでは扱わないといったルールを定めています。また、統一標準規格を確立するための研究や、域内の流動性を高める効果を持つ研究が推進されることになりました。

　フレームワーク計画の下で実施された初期の代表的な共同研究開発プロジェクトとして、エスプリ(ESPRIT)という情報技術関連のプロジェクトが挙げられます。これは1984年に発足していますが、536の参加団体と3000名もの常勤研究者を擁し、75の個別プロジェクトが製品やサービスを市場化することに成功したと報告されています。また、このプロジェクトにより、域内の企業間での共同事業が増加したと評価されています。

　フレームワーク計画は、2007年から2013年までを計画期間とする第7次計画(FP7)で終了しました。FP7の予算は505億ユーロに上るものでしたが、これによって巨大研究施設の設置や、研究者の流動性が促進されたことを、欧州委員会は評価しています。

　フレームワーク計画は確かに一定の成果をあげたようですが、いくつかの課題も指摘されています。
　EU加盟国の中には、先端的な技術開発に対応できる研究能力を持った大企業が存在しない国もあり、それらの国ではフレームワーク計画のプロジェクトが自国の中小企業に利益をもたらさないことへの反発が生じたということです。
　また、フレームワーク計画の中では、研究者が他国の研究者と共同研究することが条件とされているのですが、例えばフランスの研究者の成果にはフランス語が通用するポルトガルやベルギーの研究者との共著論文が多いことなどから、依然として言語障壁が域内の協力関係を制約していることを指摘した論文もあります。

　ただ、こうした課題が明らかになったことも含めて、EUの挑戦は、イノベーションをめぐる国際協力のあり方について貴重な知見を与えるものだと言えるでしょう。現在、EUではフレームワーク計画の後継プログラムとして「ホライズン2020」という実施されており、今後の動向が注目されるところです。

今回のまとめ：EUによるフレームワーク計画の実践は、イノベーション・システムが異なる多くの国が協力してイノベーションに取り組む際の課題について、重要な知見を提供しています。

 







中国



今日は、最近の中国について話します。

習近平はこれまで、汚職の摘発や倹約令による官製需要減を進めてきました。そのために、高級な品物やサービスを扱う企業が赤字になっています。また、公務員や国有企業にファーストクラスやビジネスクラスの利用を禁止したために、飛行機会社も大変な事態に陥りました。白酒乾杯という、アルコール度５０％の高くて美味しいお酒もなかなか飲まれなくなったため、その製造会社にも余波が及んでいます。さらには、公務員がビジネススクールへ通うことも禁じました。中国のビジネススクールは、これまで、税金で通う公務員がかなりいました。民間の人びとだけでやっていければよいのでしょうが、現状、厳しい状況下にあります。

一方で中国は、対外的には強い中国を世界へ見せようとしています。外交面においては、アメリカに対して権益を分け合うように迫ったり、ロシアからＬＮＧガスを３０年間で４０兆円分買ったりと、大国外交を展開しています。日本もロシアのＬＮＧガスを狙っていたのですが、すべてを中国に持って行かれた形です。ウクライナ問題でロシアと欧米が揉めていることが、こうした行動の背景にあります。すなわち中国は、ロシアの足元を見て、ＬＮＧガスを安く買い叩いたのです。

軍事面においては、軍事を強化して東シナ海で日本と対立したり、南シナ海でフィリピンやベトナムと争ったりと、様々な事態を生じさせています。中国は大国ですので、東シナ海や南シナ海において、フィリピンやベトナム、日本と局地戦を行うくらいならば構わないと考えています。そこでフィリピンは、自国だけでは中国に対抗できないため、アメリカ軍の再駐留を認めることにしました。

一方で経済面においては、２０１２年からは実質成長目標を７．５％とし、緩やかな成長を目指すようになってきました。物価については、安いものは安いのですが、高額な製品は中国で安く作れても本国よりも高くなっています。たとえば中国におけるＢＭＷやアウディの価格は、ドイツでの購入価格よりも高額です。日本のレクサスについても同様です。中国人の金持ちの中には、金額が高くなければそれは高級品ではない、と考える人が結構います。そういう人たちに売るために、これらは高値で設定されているのです。近年では中国政府が独占法やカルテルを作り、外国企業から罰金を取り始めました。そのため、これまでの流れに変化が生じてきています。

また、中国の半導体業界はこれまで、韓国のサムソン辺りに後れをとってきました。ところが最近になって、中国のＳＭＩＣという会社が、アメリカの半導体研究開発会社であるクアルコムから半導体生産を請け負うこととなり、スマホ用のＬＳＩ生産に参入し始めました。こうなると、もしかすればサムソンを超え、中国が半導体においても世界を制覇するかもわかりません。既に日本は韓国に倒されていますが、その覇権が今度は中国へ移る可能性があるのです。

中国では、中進国まで来たので先進国を目指すために自分で新しいものを作るという動きが出てきました。また、作りすぎた生産設備能力をある程度減らすということもやっています。特に、中堅・中小の鉄鋼、船舶、セメントにおいて、生産能力の削減、すなわち工場の閉鎖が、共産党政権の判断によって続いています。

今年の７月には、周永康前政治局常務委員が、「重大な規律違反」容疑で摘発、立件されました。常務委員とは、トップ７とも呼ばれる、中国で最も権力がある７人のうちの一人です。過去に常務委員を務めた人はこれを辞めてからも告発されない、という不文律がありました。しかし今回、ついにそれが破られたのです。このことは、中国の内部において大変な戦いが起こり始めたことを示唆します。周氏は、江沢民元国家主席にも近い人物でした。これから中国政府がどのように変化して行くのか、心配されます。

今日の話をまとめます。
中国は、東シナ海や南シナ海における動きで示されるように、アメリカに対して中国の大国化と権益を互いに分け合うことを認めるよう要求し始めました。一方で、経済面においては減速が見られます。こうした状況において習近平は、汚職を摘発したり、環境問題に対応したり、外資系企業に独禁法を適用したり、生産能力を削減したりと、構造改革を進めています。中国経済は、安定成長路線に入ったところです。

 






